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ICT を活用したメンタルヘルスケアサービスのエビデンス構築と

社会実装方策
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情報通信技術（Information and Communication Technology: ICT）を活用したメンタルヘルスケ

アサービスが注目されている。予防効果が評価されているアプリケーションがある一方，エビデン

スが不確かなものも乱立している。エビデンスの構築とともに，必要な対象に，適切なツールを届

ける社会実装が求められている。

ICT を用いたヘルスケアサービスについて，非薬物的な介入手法におけるエビデンス構築のた

めの研究デザイン構築やサービス利用者による適切な選択のための基盤整備のための研究支援が始

まっている。エビデンス構築および社会実装の側面からは，想定利用者の実生活での情報をモニタ

リングして不安・抑うつを予防するアプリケーションを，深層学習モデルを用いて開発している試

みや，原子力発電所事故の被災地で，ニーズ調査，セキュリティの検討，ニーズに合わせたアプリ

ケーションの設計，そのアプリケーションの試験運用といった形で，住民の安心・安全向上を目指

したアプリケーションを開発している事例がある。諸外国では，ICT を利用したメンタルヘルス

ケアサービスの実装を進めるために，サービス提供者が適切なアプリケーションを紹介する際や

サービス利用者が選択する際に指針となるアプリケーションを包括的に評価するモデルが提案され

ている。わが国では，そのようなモデルを実用化した評価項目を使って，利用者のニーズに合わせ

た適切なアプリケーションを紹介する試みが行われようとしている。

ICT を利用したメンタルヘルスケアサービスのエビデンスの構築にあたっては，利用者のニー

ズや実際のデータに基づく開発とその評価が行われようとしている。一方で，非薬物的な介入手法

におけるエビデンス構築のための研究デザイン（とくに評価手法や指標など）が十分に確立してい

ないことは課題となっている。ICT を利用したメンタルヘルスケアサービスの社会実装を進める

ためには，構築されたエビデンスを含め，ヘルスケアサービスの評価と選択ができる仕組みづくり

の必要がある。

Key wordsヘルスケアサービス，非薬物的な介入手法，デジタル技術，予防・健康づくり，研究

への患者・市民参画
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 緒 言

情報通信技術（ICT）を活用したメンタルヘルス

ケアサービスが注目されている。WHO が公表した

職場のメンタルヘルスにおけるガイドラインでは，

労働者や管理職へのメンタルヘルスに関するトレー

ニングはデジタルツールを含めて推奨され1)，エビ

デンスの構築とともに，必要な対象に，適切なツー

ルを届ける社会実装が求められている。第81回日本

公衆衛生学会総会において，ICT を利用したメン

タルヘルスケアサービスのエビデンスの構築と社会
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図 治療領域と予防・健康づくり領域における製品・サービスの社会実装までの道のりの比較
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実装方策に焦点をあて，その工夫や課題を紹介し，

課題解決に向けたヒントを得るためのシンポジウム

を開催した。本稿は，シンポジウムで紹介された，

一般労働者や被災地の住民のニーズを把握しながら

IT ツール開発を行っている事例，ニーズに合わせ

て適切なアプリケーションを選択する仕組みの実装

を試みている活動，および，行政による関連の施策

をまとめることにより，公衆衛生活動に携わる方々

に広く役立てていただくことを目的に論文化したも

のである。

 ICT を活用したメンタルヘルスケアサー

ビスのエビデンス構築のための研究デザ

インの確立および利用者による適切な選

択のための基盤整備

健康意識の高まりにより，予防・健康づくりにお

いて，アプリ等のデジタル技術を用いた運動・栄養

指導等の健康管理サービスなど，生活データの可視

化や個人の意識の変化を伴う生活習慣の改善をメカ

ニズムとする非薬物的な介入手法を活用した新しい

ヘルスケアサービスの重要性が高まっている2)。

経済産業省では，心の健康保持・増進の領域にお

ける質の高いヘルスケアサービスの社会実装の推進

に向け，市場の現状と課題を明らかにするため，

「令和 3 年度ヘルスケアサービス社会実装事業（心

の健康保持増進に関する製品・サービスの普及に向

けた調査事業）」3)において，需要側・供給側の両面

から調査を実施した。

まず，需要側の環境ついて，多くの人事・労務担

当者が，心の健康が仕事のパフォーマンスに影響し

ていると考えているということ，また，心の健康に

取り組む目的については，「不調の予防」のような

マイナスをゼロにする対応に加え，「パフォーマン

ス向上」のようなゼロをプラスにする対応が，「不

調の予防」より上位にあがっていること等が明らか

になった。

供給側の環境についても，前述の需要側の動きに

連動して，心の健康保持増進に関するヘルスケア

サービス事業者数が増加していることが明らかに

なった。他方，エビデンスに基づかずにヘルスケア

サービス事業者が開発や広告等を行っているケース

が一部存在している。たとえば，アプリストアでダ

ウンロード可能なうつ病や抑うつ症状を対象とした

アプリのうち，学術論文内でアプリについての言及

があったもの，またはアプリの効果研究が出版され

ていたものは，12.8にとどまっていたという報告

もある4)。

この背景には，予防・健康づくり領域が治療領域

と比較して，◯サービス利用者（生活者，自治体，

保険者，企業等）による適切なサービス選択のため

の専門的・科学的な観点でのエビデンスの整理が不

十分であることや，◯非薬物的な介入手法における

エビデンス構築のための研究デザイン（とくに評価

手法や指標など）が十分に確立していないことなど

が課題として存在すると考えられ（図 1），エビデ

ンスに基づいたメンタルヘルスケアサービスの社会

実装促進のためには，これらの解決が求められてい

る。

そこで，経済産業省は質の高いメンタルヘルスケ

アサービスの社会実装促進を目的に国立研究開発法

人日本医療研究開発機構（AMED）において，以

下の支援事業を開始した。
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まず，2021年度より，「認知症等対策官民イノ

ベーション実証基盤整備事業（職場等での心の健康

の保持増進を目指した介入のエビデンス構築）」に

おいて，「組織的介入による多角的な職場のメンタ

ルヘルス対策の効果検証を目的とするクラスター無

作為化比較試験」（研究代表者堤明純，北里大

学），および「こころの健康の保持増進のための超

個別化 AI プロジェクト完全要因ランダム化試験

から living RCT プラットフォームに至る開発研究」

（研究代表者古川壽亮，京都大学）が採択され，

事業者が参照可能な予防・健康づくりの領域のエビ

デンス構築の支援を開始した。

加えて，2022年度より，「予防・健康づくりの社

会実装に向けた研究開発基盤整備事業（ヘルスケア

社会実装基盤整備事業）」において，メンタルヘル

スケアサービスの利用者による適切なサービス選択

や，サービス開発事業者による適切な研究開発への

活用を目的に，予防・健康づくりに関連する疾患領

域の医学分野の学会が中心となり，エビデンスの構

築状況や既存エビデンスに対する評価に関して学会

としての考え方を整理した指針等を作成する研究の

支援を開始した。とくに心の健康保持・増進の領域

では，「メンタルヘルスに対するデジタルヘルス・

テクノロジ予防介入ガイドライン」（研究代表者

榎原毅，産業医科大学）が採択され，日本産業衛生

学会を中心として，ICT を活用したメンタルヘル

スケアサービスをアカデミアのみならず様々な職種

の医療従事者，ヘルスケアサービス事業者，サービ

ス利用者が利活用できる指針等の策定が計画されて

いる。

これら施策の着実な実施を通じて，経済産業省と

してこの領域の健全な産業育成に寄与していく。

 身体活動を用いた労働者の抑うつ・不安

の予防に役立つ深層学習モデルの評価

身体活動の維持・促進が抑うつ・不安の予防に有

効であることの科学的根拠は確立しており5)，身体

活動の促進は重要な課題である。この課題の解決の

ために，スマートフォンやウェアラブルデバイスか

ら取得される身体活動のデジタルデータが活用され

ている。先行研究では，抑うつ・不安の受動的モニ

タリングのために，身体活動のデジタルデータを予

測に用いる機械学習あるいは深層学習のモデルが複

数提案されている6)。これらのモデルを IT ツール

に実装することによって，自身の抑うつ・不安の状

態をモニタリングしたり，身体活動習慣を改善した

りすることに利用できる可能性がある。

しかし，先行研究のモデルは大学生を対象に開発

されたものがほとんどで，労働者の就労状況やその

経時的情報を使用したモデルはない。労働者は，通

勤や休日のパターン，あるいは職種，業種，仕事の

身体的負担の程度によって身体活動の水準が異な

り，また仕事の身体活動は必ずしもメンタルヘルス

と正相関しないことが報告されている7)。したがっ

て，これらの情報が労働者の身体活動や抑うつ・不

安の変化を説明し，モデルの最適化に貢献できる可

能性がある。

渡辺らは，労働者に最適化された抑うつ・不安の

深層学習モデルの予測性能を評価することを目的と

して，日本の都市部に在住・在勤の労働者を対象に

2 週間の観察研究を実施した8)。観察期間中は参加

者に対して毎日，抑うつ・不安を測定する調査を実

施した。特徴量として，2 週間の強度別の身体活動

時間を既存のスマートフォンアプリ（Google Fit）

を使用して取得した。加えて，参加者の年齢，性

別，職種，雇用形態，勤務形態，1 週間当たりの労

働時間，および回答日が勤務日か休日かを聴取し

た。特徴量から翌日の抑うつ・不安を予測する，

long short-term memory（LSTM）を用いた深層学

習モデルを実装した。モデルの予測精度は，抑う

つ・不安の重症度（軽度，閾値下，重度）の的中率，

および抑うつ・不安の予測値と実測値の相関で評価

した。20～69歳の労働者236人から，のべ1,661日分

の教師データを取得した。5 分割交差検証における

モデルの予測精度は76.3（SD 0.04）で，抑う

つ・不安の重症度別の的中率は軽度，閾値下，重度

でそれぞれ81.6（0.04），60.6（0.05），

51.1（0.05）であった。抑うつ・不安の予測値

と実測値との相関は0.679（R2＝0.463）であった

（図 2）。

深層学習モデルがどのように身体活動パターンか

ら抑うつ・不安の重症度を予測したかを解釈するた

めに，学習データにおける予測結果別の身体活動時

間の平均値を示した（図 3）。軽度の抑うつ・不安

と予測されたパターンでは，朝 8 時，昼12時，およ

び夕方18時頃に10～20分の身体活動のピークがみら

れた。一方，閾値下・重度と予測されたパターンで

は同様の傾向があるもののピークの水準は比較的低

かった。

開発された深層学習モデルは先行研究と同等の性

能をみせ，とくに軽度の抑うつ・不安状態の分類を

正しく行う性能を発揮した。労働者の就労状況や

LSTM を用いたモデルは，労働者がスマートフォ

ンに記録された自らの身体活動をモニタリングし，

抑うつ・不安を予防するうえで役に立つ可能性があ

る。
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図 深層学習モデルにおける抑うつ・不安の予測値と実測値の散布図

図 抑うつ・不安の予測された重症度別にみる身体活動時間の平均値
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開発された深層学習モデルをツールとして実装

し，労働者に普及させる方策も重要である。現在，

渡辺らは学習済みのモデルを活用し，ユーザーに身

体活動と抑うつの水準をフィードバックするスマー

トフォンアプリを開発している。このアプリの効果

評価は，AMED の受託研究費による日本の事業場

を対象とした大規模クラスター無作為化比較試験に

より検証する予定である。また，この試験で，ツー

ルの利用率，許容性，適切性，および実施可能性と

いった社会実装に関わる評価も行う予定である。

 災害地域のニーズ調査を基に IT ツールを

開発している事例

2011年 3 月に発生した福島第一原子力発電所事故

以降，福島県では除染事業，早期の復旧が不可欠な

基盤施設の復旧，帰還できるための環境整備などを
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図 みまもりアプリに関するヒアリング結果の全体図11)

図 みまもりアプリの概要
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通して，順次，住民の帰還が進められている。しか

しながら県外避難者は2022年11月時点でも 2 万人を

超えており，市町村によっても帰還率には大きな差

がある9,10)。

本事例では，放射線と健康の情報に関するアプリ

（以下，みまもりアプリ）とサービスをパッケージ

化することで，行政や保健医療関係者が帰還住民を

迅速かつ的確に支援する双方向のコミュニケーショ

ンシステムを構築することを目的としプロジェクト

を進めてきた。

1 年目はみまもりアプリに関するニーズ調査等を

行い，アンケート調査の対象者の特徴，放射線測定

や健康管理アプリの KAP（Knowledge, Attitudes,

Practice），みまもりアプリのコンテンツの嗜好性に

ついて記述分析，みまもりアプリのデータ活用，情

報セキュリティを検討した。2 年目は放射線および

健康に関するデジタルツールのニーズ把握を行い，

その結果を基にみまもりアプリの設計を行い，福島

県内の委託企業がみまもりアプリを開発した（図

4, 5）。

3 年目は住民や支援者を対象としたみまもりアプ

リの試験運用を行い，みまもりアプリの改修と利用

に関する評価を実施した。3 年目に実施した量的

データによる評価では，浪江町，大熊町，楢葉町，

南相馬市，いわき市，伊達市などの住民35人を対象

として試験運用を実施した。参加者の特徴は，男性

が40.0，20～30歳代が45.7，みまもりアプリ利

用なしが54.3であった。放射線不安と健康不安の
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5 段階スケールは，1～3 を不安なし，4 と 5 を不安

ありと 2 区分した。放射線不安ありは5.7，健康

不安ありは51.4であった。みまもりアプリの利用

により不安が低減した参加者は，放射線不安が 2 人

（5.7），健康不安が 8 人（22.9）であった。放

射線不安が低減した 2 人は試験運用前に，放射線不

安の程度を「あまりそう思わない」と回答していた。

健康不安が低減した 8 人についても，その内 6 人が

試験運用前に「全くそう思わない」～「どちらとも

いえない」と回答していた。試験運用期間は2021年

6 月～2022年 2 月であり，みまもりアプリ改修前の

参加者が19人，みまもりアプリ改修後が16人であっ

た。各参加者のみまもりアプリ使用期間は平均13日

（SD 8 日，範囲 125日）であった。みまもりアプ

リの改修前後における使いやすさに関する System

Usability Scale（SUS）スコアは，みまもりアプリ

改修前の平均は53.9（SD 13.4）で，改修後には

61.4（10.8）と高くなった（t 検定，P＝0.09）。ま

た，SUS スコアのグレード評価は，B 以上の割合

がみまもりアプリ改修前の26.3から，改修後には

37.5と増加した。試験運用参加者の特性と SUS

スコアの間では有意な関連がみられた項目はなかっ

た11,12)。

これまでの福島県「県民健康調査」の結果から，

避難が社会心理的ストレスの増大，肥満，高血圧，

糖尿病，脂質異常等の生活習慣病の増加が観察され

ている。大平，中野らによって，避難による肥満，

高血圧等の循環器疾患危険因子の増加，身体活動量

の低下など生活習慣の変化および放射線への不安な

ど心理的ストレスの増加を介して脳卒中等の循環器

疾患の発症リスクが高い状態であったことが明らか

となっている13)。さらに，福島県における2013年，

2018年の脳卒中発症の比較では，避難区域が含まれ

る浜通りにおいて脳内出血，くも膜下出血の年齢調

整発症率の有意な上昇がみられることが明らかと

なった。

このような現在進行形の課題に対して，みまもり

アプリによる課題解決のプロセスとして，◯統合的

健康支援システムの試験的実装，◯住民，支援者，

行政による試用，◯機能検証とプロダクト評価，◯

健康指標改善をアウトカムとした効果検証，◯市町

村での実運用およびモデル化が求められる。

支援者，専門家や行政による帰還住民へ迅速かつ

持続可能なトータルに健康支援する仕組みを実現す

ることで，結果として帰還住民，転入住民の一層の

安心，安全につながり，循環器疾患予防のみではな

く，放射線被ばくが直接的に循環器疾患発症に影響

を与えるという誤った認識やそれにともなう不安を

払拭することで，さらなる住民帰還の促進にもつな

がることが期待できる。

 ニーズに合わせた適切なモバイルアプリ

を紹介する試み

近年，非接触・非対面での生活様式を可能とする

ICT の利活用が一層進展し，ICT はあらゆる社会

経済活動を支える基盤になっている14)。ICT の普

及に伴い，モバイルデバイスをヘルスケアに活用す

ることへの期待が高まっている。日本公衆衛生雑誌

においても，モバイルヘルスに焦点を当てたレ

ビューや展望論文などが出版されており15)，公衆衛

生において，モバイルデバイスを用いたヘルスケア

は萌芽期にあると考えられる。

このようにモバイルデバイスを用いたヘルスケア

が注目される一方で，日本国内で利用可能な多くの

モバイルアプリは，有効性や安全性が未確認である

ことが指摘されており，その中には，有害となりう

る可能性のあるモバイルアプリの存在も報告されて

いる4)。有害性の例として，誤った情報や専門的な

知識に基づかない情報が提供されているもの，セ

キュリティポリシーが設けられておらず，個人の情

報がどのように扱われるか不明なもの，実臨床での

利用について十分な検討が進んでおらず有効性の不

明な技術を用いているものなどが挙げられる。有用

で安全かつ効果的なモバイルアプリを開発/選択す

るためには，当該のモバイルアプリを客観的に評価

するためのツールが必要となる。

モバイルアプリを客観的に評価するために，さま

ざまな評価指標が開発されている。その中で，より

包括性の高い評価指標として，アメリカ精神医学会

からアプリ評価モデル（App Evaluation Model

AEM）が提案されている（図 6）16)。AEM では，

◯アクセスと背景情報，◯プライバシーとセキュリ

ティ，◯臨床的根拠，◯ユーザビリティ，◯治療の

目標を見据えたデータの共有（相互運用性）の 5 つ

のステップで評価を行う。

しかし，包括性が高いということは項目数の多さ

と表裏一体であり，モバイルアプリの選択時に毎回

評価を行うことを考えると，利用者の負荷は大き

く，アプリ評価の社会実装が進まないことが懸念さ

れる。そこで，モバイルアプリの評価データをデー

タベースに蓄積することで，毎回の負担を改善する

ことを目的に，AEM をデータベース化に適した表

現や項目にアップデートした105の客観的質問が開

発されている17)。わが国においても，これからさら

に多様なモバイルアプリが開発されることを考える

と，評価データの蓄積と共有を目指した，より包括
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性の高いモバイルアプリ評価指標が必要になると考

えられる。そこで，横光らは105の客観的質問の日

本語版を作成し，それらを日本の制度や文化に適応

するためのデルファイ調査を計画している18)。

 考 察

メンタルヘルス関連サービスの提供手段は，ICT

の急速な進化によって，従来の対面式に加えて，電

話，電子メール，テキストメッセージ，ビデオ会議

システム，モバイルアプリでの提供など，多様性が

進んでいる。とくに新型コロナウイルス感染症流行

下において，支援者との直接の関わりが少ない，ま

たは完全にないサービスへのニーズが急増した19)。

このようなサービスの提供方法としてアプリを用い

た支援がある。質の高いモバイルアプリによるメン

タルヘルスケアが普及することにより，メンタルヘ

ルスの問題の予防や解決のためにかかる利用者のコ

ストの低減，サービスの提供者が不足する地域にお

けるメンタルヘルスケアの普及，医療機関への未受

診層に対して重症化を未然に防ぐことによる医療コ

ストの削減などのメリットが挙げられる20)。

一方で，一部のサービスでは，エビデンスに基づ

かずにヘルスケアサービス事業者が開発や広告等を

行っているケースが存在している。この背景には，

予防・健康づくり領域が治療領域と比較して，こう

したヘルスケアサービスや製品については，非薬物

的な介入手法におけるエビデンス構築のための研究

デザインが十分に確立していないことや，サービス

利用者による適切なサービス選択のための専門的・

科学的な情報が提供されていないことなどがあり，

エビデンスに基づいたメンタルヘルスケアサービス

の社会実装促進のために，これらの課題の解決が求

められている。さらに，モバイルアプリを用いた支

援では，サービスの質のばらつき，効果のない，あ

るいは有害なモバイルアプリにアクセスしてしまう

可能性に加えて，セキュリティ面の懸念などが指摘

されている4)。つまり，メンタルヘルスサービスに

モバイルアプリを用いるためには，モバイルアプリ

の効果に関するエビデンスの有無だけでなく，セ

キュリティやサービスの質などを包括的に評価した

うえで選択する必要がある。

エビデンス構築にあたっては，身体活動のデジタ

ルデータを用いて，労働者に最適化された抑うつ・

不安の深層学習モデルの予測・分類性能を評価して

いる例，放射線と健康の情報に関するアプリとサー

ビスをパッケージ化することで，行政や保健医療関

係者が帰還住民を迅速かつ的確に支援する双方向の

コミュニケーションシステムの構築を目指している

例が紹介された。両研究とも，研究への患者・市民

参画（Patient and Public InvolvementPPI）の考え

方を入れ，ツールの開発時点から，想定利用者の

ニーズを聞き，実際のデータを確認しながら段階的

な開発を行い，ニーズと有用性評価のみならず，セ

キュリティの課題も検討している8,11,12)。

前者では，労働者の就労状況を考慮し，深層学習

を用いたモデルは先行研究と同等の性能をみせ，と

くに軽度の抑うつ・不安状態の分類を正しく行うこ

とに優れた性能を発揮することが確認された8)。労

働者がスマートフォンに記録された自らの身体活動

をモニタリングし，抑うつ・不安を予防するうえで

役に立つ可能性がある。この後，大規模な介入研究

で，有効性の評価とともにアプリの実装可能性が評

価される予定である。後者では，参加者がアプリの

機能を自由に選択でき，放射線不安の高い参加者が

より多くのアプリ機能を使用していたことが明らか

になり，放射線の項目を基本的なアプリ機能とし，
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健康危機に対応した機能搭載する合理性が確認され

た11,12)。しかし，このツールを導入するかどうかは

自治体や保健医療機関の意向によるところが大き

く，支援者が継続して利用を推進するコミットメン

トが求められる。そのため関心を示す自治体や関係

機関がどのように活用するか，主体的に検討する場

を設ける必要性が課題として認識されている。以上

のように，アプリの有効性に関するエビデンスの構

築とともに，社会実装にあたって，さらなるユーザ

ビリティの向上が目指されている。

ニーズに対応したモバイルアプリを用いたメンタ

ルヘルスサービスを紹介する仕組みの普及も求めら

れている。モバイルアプリを評価するための基準の

ひとつに，アメリカ精神医学会によって発表された

AEM がある。5 つのステップからなる AEM は，

サービスの提供者（心理職や企業の人事など）が適

切なアプリを紹介したり，ユーザーが選択したりす

る際に，モバイルアプリを包括的に評価するための

指針を提供している。しかし，使用を検討している

すべてのモバイルアプリを評価することは現実的で

はないことから，AEM をより一般向けに機能的か

つ実用的なものにした105の客観的質問の評価項目

や，わが国におけるモバイルアプリ評価基準の開発

およびこれらの適用のための取組が紹介された。加

えて，質の高いサービスや製品を選択できる基盤と

しては，アカデミアのみならず様々な職種の医療従

事者，サービス提供者，サービス利用者が活用でき

る，学会としての考えを整理した指針等の文書は有

用で，社会医学系と臨床系が連携した学会の積極的

な関与が求められる。

 結 語

利用者が適切な根拠に基づいて ICT を活用した

メンタルヘルスケアサービスの選択ができるよう

に，エビデンスに基づいてメンタルヘルスケアサー

ビスを社会実装することが重要である。ヘルスケア

サービス事業者が，アカデミア等が構築してきた研

究成果をサービス開発において有効活用し，エビデ

ンス構築を進めることが必要であり，アカデミアに

は，予防・健康づくりの特色を踏まえた研究デザイ

ンの開発も求められている。構築されたエビデンス

を評価する仕組みも加えて，科学的なエビデンスに

基づいてメンタルヘルスケアサービスを社会実装す

る基盤作りが求められる。
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